
特定非営利活動法人キャンサーネットジャパン役員報酬規程

平成24年 9月 30日

第 1条 (目 的 )

法人の理事並びに監査役 (以 下「役員」という)に毎月支給する報酬 (以 下「月額報酬」と
いう)そ の他の給与の取 り扱いに関する事項で、法令または定款に別段の定めのある事項以外
については、この規程の定めるところにする。

第 2条 (報 酬の体系 )

役員の報酬は月額報酬のみで構成する。
2.月 額報酬は、常勤 0非常勤の役員とも、役員報酬一本都とし、手当等、他の給与は原則 と

して支給 しない。ただし、使用人兼務役員については、従業員分の給与と合わせて支給するこ

とがある。

第 3条 (決定方法 )

月額報酬は、社員総会においてその総枠を決議 し、配分方法の取 り扱いを役員会で協議 した
上で、役員各人別の報酬額を理事長が決定する。

第 4条 (非常勤役員の報酬 )

非常勤役員の報酬は、その役員の社会的地位および会社への貢献度を掛酌 した上で、第 3条
に準 じた方法で決定す る。

第 5条 (就任または退任等の場合の報酬の取 り扱い)

計算期間の途中で新たに役員に就任 した場合、または退任 。解任等の場合の該当計算期間の

月額報酬は日割 り計算等を行わず、 lヶ 月分を支給する。

第 6条 (計算期間並びに支給 日)

役員への月額報酬の支給計算の期間は毎月 1月 から末 日迄とする。
2.役員への月額報酬 (使用人兼務役員の使用人部分の給与を含む)の 支給 日は毎月 25日 と
する。

ただし、その日が休 日にあたるときは、その直前の休 日でない日に繰 り上げて支給する。

第 7条 (控除金 )

役員に支給する報酬から法人は、源泉所得税、住民税、社会保険料並びに法人の立替金等を
控除する。

第 8条 (臨 時緊急措置 )

法人の業績が著 しく低迷 した場合、または社会的に責任を明らかにすべき事態が発生 した場
合などには、理事会の決議 (監査役は監査役間の協議)に よって、報酬の減額 。一部カット等
の措置をとることがある。

付  則

この規程は平成 24年 9月 30日 よ り施行す る。



給 与 規 程

特定非営利活動法人キャンサーネットジャバン



目 次

第 1章 総則

第 2章 月例給与

1

0乙

2

3

4

4

5

第 1節 基本給および諸手当

第 2節  支払についての取扱

第 3節 基本給の見直し・決定

第 3章

附 則

誉 |ヒ
J言1‐

ニ
ナ‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐……‐‐‐‐‐‐…‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐…‐‐‐‐‐‐…‐‐‐‐‐‐‐‐……‐……‐‐‐‐‐‐‐‐‐……‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐…‐‐‐‐‐‐



第 1章 総 則

(目 的)

第 1条  この規程は、就業規則に基づき従業員の給与に関する事項について定めたものである。

2 この規程で定めていない事項については、労働基準法その他の法令の定めるところによ

る。

(適用範囲)

第 2条  この規程は、就業規則に定める正職員 (以下「従業員」という)に適用する。なお、次

の各号の一に該当する者は除く。

(1)フ ルタイムスタッフ

(2)パー トタイムスタッフ

(3)有償ボランティア

(4)プロフェッショナルボランティア

(5)臨時ボランティア (アルバイトなど)

なお、上記 (1)か ら (5)の いずれかに該当する者については、別の規則・規程または

個別の雇用契約などで定めるところによる。

(給与の種類)

第 3条 従業員の給与の種類は、次のとおりとする。

(1)所定内月例給与

① 基本給

② 通勤手当

(2)所定外月例給与

① 超過勤務手当

② 深夜勤務割増手当

③ 休日勤務手当

(3)休業手当

(4)賞与



第 2章 月例給与

第 1節 基本給および諸手当

(基本給 )

第 4条  基本給は、各従業員の役割、勤務成績、成果などに基づき定めるものとする。

2 基本給は、ノーワーク 0ノ ーベイの原則に基づき運用し、実際に勤務した労働時間に対

して支給する。

3 特別な事由がある場合には、第 1項によらず個別に基本給を定めることがある。

(通勤手当)

第 5条  公共交通機関を利用して通勤する従業員に対し、下記の基準により月額 5万円を上限と

し、 lヵ 月定期券代相当分を支給する。

(1)バス以外の公共交通機関を利用する場合

最も経済的かつ合理的と認められる通勤経路であること。

(2)バスによる通勤経路がある場合

バス乗車キロが 1.5km以上あること。

2 公共交通機関の通勤手当を支給された従業員が自転車を使用して通勤することがある場

合には、定期券購入の都度、法人に提示しなければならない。

(超過勤務手当、深夜勤務割増手当、休日勤務手当)

第 6条  所定労働時間 (8時間)を超えて勤務する超過勤務または法定外休日勤務をした従業員

に対し、下記の計算により支給する。

(1)勤務時間数×[対象給与÷ lヵ 月の平均所定労働時間数 ]× 1.25

(2)代休を取得した場合には、代休日数を時間に換算し、その時間に対しては上記割増

率から 1を減じた割増率を用いて計算する。

2 4週 4休の法定休日に勤務した従業員に対し、下記の計算により支給する。

(1)勤務時間数×[対象給与■ lヵ 月の平均所定労働時間数 ]× 1.35

(2)代休を取得した場合には、代休日数を時間に換算し、その時間に対しては 0。 35の

割増率を用いて計算する。

3 深夜時間帯 (午後 10時から午前 5時まで)に所定労働時間を超えて勤務した従業員に

対し、下記の計算により支給する。

深夜時間帯勤務時間数×[対象給与÷ lヵ 月の平均所定労働時間数 ]× 0.25
4 労働基準法に定める管理監督者等については、第 1項および第 2項の手当の適用はない。

(休業手当)

第 7条  法人の責に帰すべき事由により休業したため就業しなかった場合には、休業 1日 につき

労働基準法に定める方法により計算する平均賃金の60%を支給する。
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第 2節 支払についての取扱

(月 例給与の計算期間)

第 8条  月例給与の計算期間は、毎月 1日 から末日までとする。

(月 例給与の支払方法)

第 9条  月例給与は、内容を明らかにして、計算期間月の翌月 15日 に従業員の指定する本人の

銀行日座に振り込んで支払う。ただし、当日が銀行の休日に当たるときは、その前の銀

行営業日に繰り上げて支払う。

(給与控除)

第 10条 次の各号に掲げるものは、給与から控除する。

(1)法令で定められたもの

① 所得税

② 健康保険料、介護保険料

③ 厚生年金保険料

④ 雇用保険料

(2)従業員代表と協定して定めたもの

(非常時支払い)

第 11条 次の各号の一に該当する場合は、所定の支払方法ではなく、従業員の請求により、既往

の労働に対する給与を支払う。

(1)本人または本人の収入によって生計を維持する者が、出産し、疾病にかかり、また

は災害を受けた場合

(2)本人または本人の収入によって生計を維持する者が、結婚または葬儀の費用に充て

る場合

(3)本人または本人の収入によって生計を維持する者が、やむを得ない事由により1週

間以上に亘って帰郷する場合

(4)前各号のほか、法人がやむを得ないと認めた場合

(新規採用者、退職者、休業者、休職者および復職者)

第 12条 給与計算期間の途中において採用、退職、休業開始、休職開始または復職したときは、

基本給は日割り計算により支給する。通勤手当は、最も経済的な方法により計算し支給

する。

(休暇、欠勤、休業および休職期間中の月例給与)

第 13条 年次有給休暇を取得した日は、所定労働時間を勤務したものとみなす。半日年休の場合

には所定労働時間の50%の時間を勤務したものとみなす。

2 夏季休暇、慶弔休暇、リフレッシュ休暇を取得した日は、所定労働時間を勤務したもの

とみなす。

3 通院休暇、母性健康管理のための休暇、看護休暇、介護休暇、生理休暇を取得した日は、

基本給を支給しない。
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4 産前産後休暇期間中は、所定内月例給与を支給しない。

5 業務上または通勤途上の傷病による休業期間中は、所定内月例給与を支給しない。

6 育児休業、介護休業期間中は、所定内月例給与を支給しない。

7 育児時間、特定疾病治療等のための短時間勤務適用者、母性健康管理のための短時間勤

務適用者、育児・介護短時間勤務適用者は、実際の就業時間に応じて基本給を支給する。

8 欠勤した日は、基本給を支給しない。ただし、当該欠勤を年次有給休暇に振替えた場合

はこの限りでない。

9 就業規則に定める休職期間中は、所定内月例給与を支給しない。

(遅刻、早退、外出の場合の給与)

第 14条 遅刻、早退、私用外出は30分単位で基本給から不就業時間分を控除する。

(日 割り計算、時間単位計算)

第 15条 日割り計算は、所定労働日数を分母とし、実労働日数を分子として、計算する。

2 時間単位の計算は、所定労働時間を分母とし、実就業時間または不就業時間を分子とし

て、計算する。

(死亡退職時の支払い)

第 16条 従業員が死亡退職した場合の賃金の支払いおよび従業員の権利に属する金品の返還は、

労働基準法施行規則第 42条から第 45条に定める範囲および順位とする。

第 3節  基本給の見直し0決定

(見直しの原則)

第 17条 法人の業績や従業員の勤務成績、職務の達成状況等を勘案し、従業員の基本給の見直し

をおこなうことがある。

2 基本給を見直す場合は、毎年6月 分月例給与で見直しをおこなう。

(昇給の例外)

第 18条 次の各号の一に該当する場合は昇給をおこなわないことがある。

(1)試用期間中の者

(2)休業・休職中の者

(3)懲戒処分を受けた者

(4)年間欠勤日数が 10日 以上の者

(5)法人の業績が著しく悪化した、または社会情勢の著しい変動があった場合

(oその他昇給させることが適当でない事由がある場合

(初任給)

第 19条 初任給は、経験、能力などを総合的に勘案し、各人ごとに決定する。

4
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(賞与)

第 20条 賞与は、法人の業績および従業員の勤務成績、貢献度などに基づいて支給することがあ

る。

(支払時期および支払方法 )

第 21条 賞与は、年 2回 (夏期 :7月 、冬期 :12月 )の支給を原則とする。

2 賞与は、支給日に在籍する従業員へ支給する。

附 則

制定 平成 23年 4月 1日

改定

ｒ
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書式第 17号 (法第55条関係)

日 23菫■」書三載副贋i■り圧圧量:囃二:ユエ壼:ヨち」Ltti■ i

法人名 特定非営利活動法人キャンサーネットジャパン 事 業 年 度 2年 4月 1日 ～3年 3月 31日

3 める した

1 資金に関する事項 [①収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項]

※ 丸数字は、特定非営利活動促進法第 54条第2項第3号に定める事項の詳細について規定している特定非営利活動

促進法施行規則第32条第 1項各号に対応しています。以下同じです。

受取会費 540,000円

受取寄付金 70,460,766円

28,523,911円受取助成金

事業収益 52,388,749円

受取利息 434円

雑収益 208,880円

円

円

円

円

円

円

円

円

152,122,740円△
ロ 計

収 益 源 泉 の 内 訳 金    額

(1)収益の源泉別の明細

(2)借入金の明細

劇上
1日 入 先 金    額

な し 円

円

円

円

円

△
ロ 計 0円

な し

(3)その他



2 資産の譲渡等の内容に関する事項 [②資産の譲渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項]

(1)資産の譲渡に係る料金及び条件等

譲 渡 資 産 の 内 容 料 金 条  件  等

別紙参照 円

円

円

円

円

円

円

円

円

資産の貸付けに係る料金及び条件等

役務の提供に係る料金及

料 金

な し 円

円

円

円

円

円

円

円

円

条  件  等貸 付 資 産 の 内 容

役 務 の 提 供 の 内 容 料 金 条  件  等

がんステーション 500円 1人あたり施設使用料

円

円

円

円

円

円

円

円



3 取引の内容に関する事項 [③次に掲げる取引先、取引金額その他その内容に関する事項 イ 収益の生ずる取引
及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の最も多いものから順次その順位を付した場合におけるそれぞれ

ロ と

(1)収益の生ずる取引の上位 5者

(2)費用の生ずる取引の上位 5者

(3)役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の親族等との取引

イ 資産の譲渡 産 )

取引先の氏名等
法人との

関  係
住所又は所在地

譲 渡

年月 日
譲 渡 価 格 譲渡資産の内容等

な し 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

氏名又は名称 住所又は所在地 取引金額 取 引 内 容 等

56,000,000円 受取寄付金

14,099,864 FI] 休眠預金助成金

5,750,000円 活動推進基金

5,366,570円 セミナー運営費支援他

4,900,000円 Webサイ ト制作支援他

氏名又は名称 住所又は所在地 取引金額 取 引 内 容 等

4,950,000円 システム開発費

3,960,000円 東京事務所賃貸料

2,465,100円 サイ ト制作費他

1,996,999円 業務委託料

1,855,700円 冊子作成費



ロ 資産の貸付け ,4
Vノ

ハ の提供 (施設の利用等を含む。)

取引先の氏名等
法人との

関  係

な し

対 価 の 額 譲渡資産の内容等住所又は所在地

円

貸 付

年月日

円

円

円

円

円

円

円

円

円

対 価 の 額 役務提供の内容等取引先の氏名等 住所又は所在地

82,500円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

2

法人との

関  係

業務委託

(デザイン等)

役務の提

供年月日

年 4月

～令和

3年 3月



氏 名 寄 附 金 額 受 領 年 月 日

な し 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

4 寄附者に関する事項 [④寄附者 (役員、役員の親族等で、当該法人に対する寄附金の額の事業年度中の合計額が

20 で の に 並びに 月 日]

給 与 を 得 た 職 員 の 総 数 左 記 の 職 員 に 対 す る 給 与 総 額

15人 37,880,744円

5 与の総額等に関する事項 [⑤給与を得た職員の総数及び当 に対する給与の総額に関する事項]



支出年月 日 支出先の名称 所 在 地 寄附の目的等 支出した寄附金額

な し 円

円

円

円

円

円

円

円

円

合   計 円

6 支出した寄附金に関する事項 [⑥支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日]

7 海外への送金等に関する事項 [⑦海外への送金又は金銭の持出しを行った場合におけるその金額及び使途並びに

その実施 日]



実  施  日 使 途 金   額

な し 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円



2 資産の譲渡等の内容に関する事項

(1)資産の譲渡に係る料金及び条件等

譲渡資産の内容 料  金 条 件 等

大腸がん啓発バッジ(ピン) 500Fヨ |

大腸がん啓発バッジ(クリップ) 1:000Fヨ

大腸がん男女共通Tシャツ 21000Fヨ

31000Fヨ大腸がん男女共通マラソン丁シャツ

大腸がんシリコンリストバンド 300FЧ

大腸がん啓発スワロフスキーストラップ 21000F用

ンピンパッジ 500F用

TWRスワロフスキーバッジ・シルバー 2,000F円 |

2,000F円TWRスワロフスキーバッジ・ゴールド

ット(ハⅢ…卜) 1,500F円

2,000Fヨ

2,000Fヨ

TWR手作リスワロスキーストラップ

TWRイヤホンジヤック

ックレススワロフスキ・…' 2,000Fヨ

TWRネックレスカラーダイヤ 30,000FЧ I

21500Fl‐TWRスワロフスキーゴルフマーカー

胃がん啓発バッジ(ピン)

胃がん啓発バッジ(クリップ)

チヤリティ付マルシエバッグ

メンズBC(男性乳がん)啓発バッジ(ピン) 1,000Fql

ラベンダーリング応援グッズ 500Fヨ

小児がん啓発グッズ ゴールドリボンバッジ 2,200Fヨ

2,200Fヨ小児がん啓発グッズ 肩掛けトート

小児がん啓発グッズ ランチトート 2,000Fヨ

11800Fヨ小児がん啓発グッズ ポーチ

小児がん啓発グッズ ステッカー 300Fヨ |

すい臓がん啓発バッジ 1,000FЧ



法人名 特定非営利活動法人 キャントネットシ
゛
ャハ
°
ン チェック欄

3運営組織及び経理に関して次に掲げる基準に適合していること

イ 役員の総数のうちに次の者の数の占める割合がそれぞれ3分の1以下であること

(1)役員及びその親族等

(2)特定の法人の役員又は使用人である者及びこれらの者の親族等

口 各社員の表決権が平等であること

ハ 会計について公認会計士又は監査法人の監査を受けていること、又は帳簿書類の備付け、取引の記

録及び帳簿書類の保存について青色申告法人に準じて行われていること

二 支出した金銭の費途が明らかでないものがある等の不適正な経理が行われていないこと

イ

(注 1)

(注2)

各欄D人数等:よ 第3表付表1「役員の状況」から転配してくださしヽ

③吸daこついては、小数点以下第2位を切り捨てた数値を記載してくださし、

ロ

項  目

区  分

役員数

最も人数が多

い「親族等」の

グループの人

数

割 合

(②÷③

① ② ③

③ 2年 4月 1日～3年 3月 31日
9人 0人 0% 0人 0%

⑥ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

◎ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

① 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

◎ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

① 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

申 請 時
人 人 % 人 %

各社員の表決権が平等である ③ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申請時

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

書式第7号 (法第44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表  (第 3表) 制 菊

(注意毒可D
・ 認定基準等チェック表 (第 3表)lよ 法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時においても融 び添

付する必要があります。その場合、上記口の記載の必要はありません。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たつて:よ 法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に配載した事項について、

添付を省略することができます。



ハ

項
口
日 ④ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申請時

会計について公認会計士又は監査法人の監査を受け

ている

は い はい

いいえ

はい

いセヽえ

はい

いいえ

はい は い はい

いいえいいえ いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

帳簿書類の備付け、取引の記録及び帳簿書類の保存

を青色申告法人に準じて行つている いいえ

項
口
日 ④ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申請時

費途が明らかでない支出がある、帳簿に虚偽の記

載がある等の不適正な経理の有無
有。① 有。無 有・無 有 。無 有・無 有 。無 有・無

第3表 (り∪D

ω憲申D
認定の有効期間の更新の申請に当たつてlよ 法第5条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出:癬胴):=記載した事項について、改

めて配載する必要はありません。

エ 3

注 意 事 項項    目 記 載 要 領

区分欄の「④～①」の各欄には、実績判定期間の各事業

年度 (又は各年)を記載します。

第3表付表1「役員の状況」を記載して、「①」、「②り及

び「④」の各欄に該当する人数を転記します。

イの各欄

「上記を証する書類の名称とその内容

等」欄には証する書類の内容を文言のと

おりに記載します。

口の各欄 該当する一方を「○」で囲みます。
「上記を証する書類の名称とその内容等」欄には、例え

ば、「定款 (又は会貝D第○条に『各正会員の表決権は、平

等なものとする』と規定」のように記載します。

① 「会計について公認会計士又は監査

法人の監査を受けている」の [はし■_

に「〇」した場合に墜監査誕盟書と添

付してくださし、

② 「帳簿書類の備付け、取引の記録及

び帳簿書類の保存を青色申告法人に準

した盪全には、_第 3表堂表2「帳簿組

じて行っている」α)「はセヽ」に 「(D」

該当する一方を「○」で囲みます。

なお、「④」から口①」については、イに記載する各期間

(「④」から「①」)を示したものです。

該当する一方を「○」で囲みます。

なお、「④りから「①」については、イに記載する各期間

/\aht(fr

二の各欄

( から「①」)を示したものです。

記載要領の補足

○ 二において、曜費途が明らかでないもの」とは、法人が費用として支出した金額のうち、その費途を確認することができないも

のをいい、法人が名目に関わらず支出した金銭でその費途が明らかでないものが、これに当たります。 なお、意図的にその支出先を

明ら力ヽこしない支出がある場合も、当然に「費途が明らかでないもの」があることになり、認定を受けることはできません。



書式第8号 (法第44条・51条・58条関係)

役 員 の 状 況 第 3表付表 1

法人名

役  員  数 9人 人 人 人 人 人 人

0人 人 人 人 人 人 人

0人 人 人 人 人 人 人

役 員 の 内 訳

氏  名 住  所 職名 続柄等

就 任 等 の 状 況

④ ⑤ ◎ ① ◎ ① 申請時
就任・退任

年月11

吉武 哲

坪井 正博

梅田 恵

小西 敏郎

理 事

長

理事

理事

理事

○

平成 26年 4月 111就任

平成 26年 4月 111就任

平成 26年 4月 1日就任

平成 26年 4月 1日就任

○

○

○

後藤 悌

古田 美穂

理事

理事

○

平成 26年 4夕 1111就任

平成 30年 4月 1旧 就任

○

古賀 真美 理事
○

平成 31年 4月 1日就任

小嶋 修一

川田 昌孝

理事

監事

○

○

令和 2年 4月 111就任

令和 2年 4月 111就任

(注意事項)

認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第 55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に記載した事

項について、添付を省略することができます。



法人名 特定非営利活動法人キャンサーネットジャバン

伝 票 又 は 帳 簿 名 左の帳簿等の形態 記帳の時期 保存期間

現金出納帳 エクセル使用 都度 7年

ルーズリーフ

会計ソフト使用 (TKC) 都度 7年
総勘定元帳

ルーズリーフ

仕訳日記帳 会計ソフト使用 都度 7年

ルーズリーフ

給与台帳 給与計算 ソフ ト使用 毎月 7年

(PX2)ルーズリーフ

入出金伝票 1枚伝票 都度 7年

書式第9号 (法第44条・51条・58条関係)

帳 簿 組 織 の 状 況 第3表付表2

(記載要領)

・ 「伝票又は帳講名」欄は、例えば「入金伝漂U、 「出金伝票」、「振劃園勁、!預金出納帳む、「総勘定元帳」などのように配載します。

・ 「左の帳簿等の形態」欄は、「単票」、ウι″ズリーフ」、1薔T帳簿」などのように記載します。

・ 「記帳の時期」欄は、弔師寺」、「毎日」、「一週間ごと」のように記載します。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たって:よ 法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に記載した内容:a変更

がないときは、添付を省略することができます1。



法人名 特定非営利活動法人キャンサーネットジャバン チェック欄

′

√
4 事業活動に関して次に掲げる基準に適合していること

イ 宗教活動又閾嘴含舌動等を行っていないこと

口 役員等に対し報酬又は給与の支給に関しで特別の利益を与えないこと、役員等又は役員等が支配する法人と

当法人との間の資産の譲渡等に関しで特別の利益を与えないこと、役員等に対し役員の選任その他当法人の財

産の運用及び事業の運営に関して特別の利益を与えないこと、及び営利を目的とした事業を行う者、上記イの

活動を行う者又は特定の公職の候補者若しくは公職にある者に対し寄附を行わないこと

ハ 実績判定期間における事業費の総額のうち特定非営利活動に係る事業費の額の占める割合が80%以上であ

ること

二 実績判定期間における受入寄附金総額の70%以上を特定非営利活動の事業費に充てていること

項 ③ ⑤ ◎ ③ ◎ ① 申南郭寺

宗教の教義を広め、儀式を行い、及び信者を

教化育成する活動 有 燿面ヽ
Eヽソ

有 。無 有 。無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 。無 有 。無

政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに

反対する活動 有 /猟
くツ

有 。無 有 。無 有 。無 有 。無 有 。無 有 。無

有 ① 有 。無 有 。無 有 。無 有 。無 有 。無 有 。無

特定の公職の候補者若しくは公職にある者又

は政党を推薦し、支持し、又はこれらに反対

する活動

一口
一

項 ③ ⑤ ◎ ④ ◎ ① 申請時

役員の職務の内容、職員に対する給与の支給の状況、当法人

とその活動内容及び事業規模が類似する他の法人の役員に

対する報酬の支給の状況等に照らして、当法人の役員に対す

る報酬の支給として過大と認められる報酬の支給その他役

員等に対し報酬又は給与の支給に関して特別の利益の供与

の有無

有・○ 有。無 有。無 有。無 有。無 有。無 有。無

役員等又は役員等が支配する法人に対しその対価の額が当

該資産のその譲渡の時における価額に比して著しく過少と

認められる資産の譲渡その他役員等又は役員等が支配する

法人と当法人の間の資産の譲渡等に関して特別の利益の供

与の有無

有③ 有。無 有。無 有・無 有。無 有・無 有・無

役員等に対し役員の選任その他当法人の財産の運用及び事

業の運営に関して特別の利益の供与の有無 有。③ 有。無 有・無 有・無 有・無 有。無 有。無

営利を目的とした事業を行う者及びイの活動を行う者又は

特定の公職の候補者若しくは公職にある者に対する寄附の

有無

′ヽ

有マリ 有。無 有。無 有。無 有・無 有・無 有。無

、書式第 10号 (法第44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表  (第 4表) 制 動

Ci主意1申曰
。 「認定基準等チェック表 (第 4表)」 は、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出■寿)の提出時においても記載

及び添付する必要があります。その場合、「認定基準等チェック表 第4表 (次葉)」 (ハ及に )の記載及び添付の必要はありま

せん。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たって|よ 法第55条第 1項に基づ<書類 (役員報酬規濯等提出書類)に記載した事項につい

て、添付を省略することができます。



法人名 特定非営利活動法人キャンサーネットジャバン

5 次に掲げる書類について閲覧の請求があった場合には、正当な理由がある場合を除きこれをその事

務所において閲覧させること

イ 特定非営利活動促進法第28条に規定する事業報告書等、

口 各認定基準等|●歯合する旨及び欠格事由に該当しない旨を説明する書類

ハ 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類

二 役員報酬又は職員給与の支給に関する規程

ホ 収益の明細その他の資金に関する事項、資産の譲渡等に関する事項、寄附金に関す

等を記載した書類

へ 助成の実績並びに海外送金等の金額及び使途並びにその予定日を記載した書類

チェック欄

/

次に掲げる書類について閲覧の請求があった場合には、正当な理由がある場合を除きこれをそ

の事務所において閲覧させることに同意する。

※固覧に関する細則 (潤麟虜凰D鋼陽ちる場合に|よ その劇剛 (社内規曰D等を添付してくださしヽ

同  意

〇 しない

イ

① 事業報告書等 (事業報告書、財産日録、貸借対照表、活動計算書、年間役員名簿、社員のうち10人以上の者の

氏名及び住所又は居所を記した書面)

② 役員名簿

③ 定款等 碇款、認証書の写し、登記事項証明書の写し)

ロ 各認定基準等に適合する旨を説明する書類、欠格事由に該当しない旨を説明する書類

ハ 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類

前事業年度の役員報酬又は職員給与の支給に関する規程

ホ

次の事項を記載した書類

① 収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項

② 資産の譲渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項

③ 次に掲げる取引に係る取引先、取引金額その他その内容に関する事項
。 収益の生ずる取引及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の多い上位5者との取引
。 役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこれらの者と特殊

の関係のある者との取引

④l寄附者 (役員、役員の配偶者若しくは三親等以内の親族又は役員と特殊の関係のある者で、当該法人に対する

寄附金の額の事業年度中の合計額が 20万円以上であるものに限る。)の氏名並びにその寄附金の額及び受領年月

日

⑤ 給与を得た職員の総数及び当該職員に対する給与の総額に関する事項

⑥ 支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日

⑦ 海外への送金又は金銭の持出しを行った場合におけるその金額及び伎途並びにその実施日

ヘ 助成金の支給を行った場合に事後に所轄庁に提出した書類の写し

書式第 13号 (法第44条・51条・58条関係)

エ ク 5

CI主意|ヨ0
・ 認定基準等チェック表第5表は、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時に配載及び添付する必要

があります。
・ 認定の有効期間の更新の申請に当たっては、添付の必要はありません。



書式第14号 (法第44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表  (第 6、 7、 8表)

法人名 特定り隠湘胴法人キャントネットジャバン

認定基準等チェック表 (第 6表)

6 実績判定期間を含む各事業年度の特定非営利活動促進法第28条に規定する事業報告書等を同法第

29条の規定により所轄庁に提出していること

チェック欄

特定非営利活動促進法第28条に規定する事業報告書等の所轄庁への提出の有無

④ ⑤ ◎ ③ ◎ ①

有 ・ 無 有 。 無 有 毎 有 毎 有 缶 有 毎

認定基準等チェック表  (第 7表)

認定基準等チェック表  (第 8表)

8 申請書を提出した日を含む事業年度の初日において、その設立の日以後 1年を超える期間が経過し

ていること

チェック欄

事業年度 月 日～  月  日 設立年月日 平成  年 月 日

CI主通lED
。 法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書Dの提出時に当たって|よ 認定基準等チェック表 (第 6表及び第銹静

は、配載する必要はありません。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たっては、認定基準等チェック表 (第 6表及び第8表)の記載の必要はありません。また、法

第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に配載した事項について、改めて記載する必要はありません。

7,去令又は法令に基づいてする行政庁の処分|●」反する事実、偽りその他不正の行為により何らかの利

益を得、又は得ようとした事実その他公益に反する事実がないこと

チェック欄

/

法令に違反する事実、偽りその他不正の行為により何らかの利益を得、又は得ようとした事実

その他公益に反する事実の有無

注・認定基準等チェック表 (第西動 は、法第55条第1項に基づく書類 (役員錮酬規程等提出書類)の提出時に記載及

び添付する必要があります。

④ ⑤ ◎ ① ◎ ① 申 請 時

有 面Eヽ
ヤ1｀  `1
_ヽノ

有 。 無 有 。 無 有 。 無 有 ・ 無 有 鉦 有 ・ 無



書式第15号 (法第44条。51条。58条関係)

欠格事由チェック表

法人名 特定非営利活動法人キャンサーネットジャバン

次のt

人は認定、 ことができません。
1 役員のうちに、次のいずれかに該当する者がある場合
イ 認定特定非営利活動法人が認定を取り消された場合又は特例認定特定非営利活動法人が特例認定を取り消され
た場合において、その取消しの原因となつた事実があった日以前1年内に当該認定特定非営利活動法人又は当該特
例認定特定非営利活動法人のその業務を行う理事であった者でその取消しの日から5年を経過しないもの

口 禁錮以上の刑|こ処せられ、その執行を終わった日又はその執行を受けることがなくなった日から5年を経過しな
い者

ハ 特定非営利活動促進法若しくは暴力団員不当行為防止法に違反したことにより、若しく出鵬去204条等口 )若

しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税若しくは地方税に関する法律に違反したことにより、

罰金刑に処せられ そ
`粥

t行力撃|わつた日又はその執行を受けることがなくなつた日から5年を串副 lしない者
二 暴力団の構成員等餞2)

2 認定又は特例認定を取り消されその取消しの日から5年を経過しない法人
3 定款又は事業計画書の内容が法令等に違反している法人
4 国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から3年を経過しない法人 (認

定、当塑塵曇墾型星堕望産適塵田ヒ』塾國2」田聾聾聾墨』整量盟鎧璽塾艶型聖ヨ宝璧ヨ|■国囲図週咀菫上塾2生量並び
|二選墾」瞳困屋狙EE及亜童:因堕生量 幽望コ菫重埜重生堕L盤饉豊匹主回墜幽聾璽』□塑国堕塑塾≧型堕菫菫 )。

5 国税に係る重加算税又は地方税に係る重加算金を課された日から3年を経過しない法人
6 次のいずれかに該当する法人
イ 暴力団
口 暴力団又は暴力団の構成員等の統制下にある法人

うち、

認定特定非営千1‖舌動法人が認定を取り消された場合又は特例認定特定非営利活動法人が特例認定

を取り消された場合において、その取消しの原因となった事実があった日以前 1年内に当該認定特

定非営利活動法人又は当該特例認定特定非営利活動法人のその業務を行う理事であった者でその

取消しの日から5年を経過しない者の有無

禁鋼以上の刑に処せられ その執行を終わった日又はその執行を受けることがなくなった日から5

年を経過しない者の有無

有。①

有。①

特定非営利活動促進法若しくは暴力団員による不当行為防止法に違反したことにより、若しくは刑

法第 204条等若しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税若しくは地方税に関す

る法律に違反したことにより、罰金刑に処せられ、その執行が終わった日又はその執行を受けるこ

とがなくなった日から5年を経過しない者の有無

有・Q

暴力団の構成員等の有無 有 。(0

，

“ 認定又は特例認定を取り消されその取消しの日から5年を経過しない法人 はいく桓Ξ)

う
０ 定款又は事業計画書の内容力ヽ去令等に違反している法人 はい。(こか

ハ０ 次のいずれかに該当する法人

暴力団 はぃ。CD
暴力団又は暴力団の構成員等の統制下にある法人 はい。(ユ主2)

4 国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から3年を経過

しない法人

⌒

はい。いいえノ

耐
額 (注 1)その他の事務所がある場合は、その他の事務所所在の滞納処分に係る納税証明書も添付すること

(注 2)役員報酬規程等提出書には添付不要

ｒ
Э 国税に係る重加算税又は地方税に係る重加算金を課された日から3年を経過しない法人 lirrr'6


